
J A P A N  L E A D I N G  E D G E  F O U N D A T I O N

共生社会の実現。

外国人労働者の労働環境の整備などによるディーセント・ワークの推進により、企業と働く外国人にwin-winの関係
を生み出すことにより、日本人と外国人の共生社会を実現する。これにより、少子高齢化の進む我が国がさらに発展
するとともに、外国人が「日本に来て良かった、日本で働いてよかった、」と思える国になることを目指す。
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※1 ディーセントワークとは働きがいのある人間らしい仕事のこと。 
※2 国連のＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）は2030年までに実現すべき目標の８番目として「すべての人々のための持続的、包摂的かつ持続可能な経済成長、生産的な 
完全雇用およびディーセント・ワークを推進する」としている。 

近年、高齢社会となった日本では、若年層の労働人口は減少し、建設業界や介護業界など、様々な業種で人材不足が顕在化していま
す。 日本が多くの労働者を必要とする中、1993年より「技能実習制度」が開始され、アジアを中心に、諸外国の若い人材が日本で
労働し、我が国の生産を支えてきました。 

 　一方で、国際社会で人権上の問題が指摘される通り、一部の企業では、過酷な労働環境を強いられている 

外国人労働者が多く存在します。 そして2019年4月、新たな外国人労働者政策として「特定技能」が 

創設されました。その環境下において、当「一般財団法人 Japan Leading Edge Foundation」 

（JLEF財団）は、「日本が好き」、「日本に来たい」と来日した外国人労働者が、 「日本を嫌い」 

になって帰国することを防ぐために諸外国からの技能実習生や特定技能外国人に対する支援を行い 

相互理解と国際親善に寄与するとともに、外国人労働者が在留資格制度を活用し 

世界で活躍できる人材を生み出せる社会の構築を目指すことで設立されました。
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J L E F の ミ ッ シ ョ ン

外国人労働者の労働環境の整備などによるディーセント・ワ
ーク の推進により、企業と働く外国人にwin-winの関係を生
み出すことにより、日本人と外国人の共生社会を実現する。
これにより、少子高齢化の進む我が国がさらに発展するとと
もに、外国人が「日本に来て良かった、日本で働いてよかっ
た、」と思える国になることを目指す。 

共生社会の実現

Missio
外国人労働者に対する生活や仕事上の相談援助と、企業に対す
る外国人雇用のための環境整備について相談助言を総合的、一
体的に行うことにより、有機的に双方にwin-winの関係をもた
らすこと。また、このような相談援助は、当財団による官民の
関係機関、団体との密接なネットワーク構築によりもたらされ
ること。

Visio J L E F の ビ ジ ョ ン

JLEFネットワークの構築

JLEF財団について

日 本 を 好 き に 。 

希 望 あ ふ れ る 未 来 へ と 繋 ぐ 。

J L E F 財 団
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JLEFの会員となる外国人雇用企業、外国人労働者に対し情報提供や相談を行いフィードバックを収集・蓄積し 
企業や外国人の声を各関係省庁・機関に届け、協力を仰ぐことで外国人労働者と企業のWin-Winの関係を構築することを目指しています。

共生社会の実現

Future
SDGsの達成 CSR/ESGへの要請へ対応

JLEF財団が目指すもの。

外国人労働者と企業をWin-Winの関係へ

我が国においては、少子高齢化の急速な進展により様々な業種で人材不足が顕在化しており、今後ますます技能実習生、特定技能の外国人などの外国人労
働者に頼らなければ我が国経済が立ち行かない状況となっています。しかし、わが国経済を支えてくれる外国人の雇用については、人権侵害に当たる事例
や、低賃金、劣悪な労働条件、不十分な労災対策など様々な課題が指摘されています。もしこのような事態が今後も続くとすれば、外国人労働者はその能
力を十分に発揮し生産性を上げることもできません。ひいては、外国人は日本を就労先として選択することをやめてしまうでしょう。このような事態を回
避し、わが国における外国人労働力の活躍を持続可能なものとするためには、国連の定めたＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の実現、特に同目標８   に掲
げる「ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）」を外国人労働者にも確保していくことが重要です。このような考え方に基づき、JLEFで
は、外国人が日本で安心、安全に働くことができるように、日本で働き生活するために必要な情報を適切、効果的に提供するとともに、困ったときに気軽
に母国語で相談できるような支援を提供します。　 
同時に、JLEFは、企業が外国人の労働環境を改善し、また、仕事・生活面での支援を適切に行えるように企業に効果的な情報提供とアドバイスを行い、円
滑な外国人雇用を実現できるようにお手伝いをします。 
このように、我々JLEFは、個々の外国人労働者へ対する相談・支援と、企業が外国人の雇用環境を整備するに当たっての相談・助言との双方を総合的 
一体的に実施することを通じて、両者に win-win の関係をもたらし、共生社会の実現を支援します。これにより外国人には日本を好きになったと 
言ってもらい、企業からは外国人を雇ってよかったと言ってもらい、双方が共生し、今後のわが国の発展に寄与してもらうことを目指します。

官公庁・公的機関

民間団体

大学研究機関等

外国政府・国際機関

個人

（関係省庁、OTIT、JITCO等）

（民間団体、NPO、企業等）

（大使館含む）

（有識者等）

質の高い

情報入手


事業の質向上

信頼の醸成

協力

連携

交流


情報交換

外国人に対する

支援事業

外国人労働者の

モチベーション向上

企業に対する

支援事業

生産性向上

企業イメージアップ

会員
（外国人労働者）

・特定技能関係

特定技能所属機関


・技能実習関係

監理団体


実習実施者

送出機関


・その他外国人雇用企業

会員
（外国人雇用企業等）Actio

Actio

会費

フィードバック


好事例提供

情報提供

相談

助言

調査協力

フィードバック

情報提供

相談

連携機関等 JLEF事業 会員

Future 日 本 の 未 来 を 想 う 。
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JLEF財団のSGDsへの取り組み



L e e  C h o l j i理事  李 哲芝

2008年 東京大学 法学部卒業 2010年名古屋大学 法学研究科実務法曹養成専攻を卒業。 
2012年 市ヶ谷総合法律事務所に入所し、2019年に市ヶ谷総合法律事務所パートナー就任。

I c h i r o  H a o顧問 羽尾 一郎

1983年、運輸省(現国土交通省)入省。在スペイン日本国大使館一等書記官、運輸大臣秘書官 
経済産業省大臣官房審議官(商務・流通)、国土交通省大臣官房審議官 
(鉄道・総合政策)、同省物流審議官、同省海事局長、内閣府総合海洋政策推進事務局長などを務める。

市ヶ谷総合法律事務所 代表弁護士（現任） 
不動産関連の諸問題、会社支配権等の会社法関連の諸問題、商標権等の知的財産権に関する諸問題、金融商品取引法に関連す
る諸問題、宗教法人・学校法人等の各種法人の法務、離婚・相続問題等の家事事件、労働問題など民事事件全般にわたり幅広
く取り扱っている他、破産管財人として数多くの倒産事件を解決。

S h i n j o r o  K o y a m a代表理事  小山 信二郎

1980年労働省（現厚生労働省）入省。 
2001年内閣官房内閣参事官（内閣官房副長官補付）、厚生労働省で2002年労働基準局監督課長、2003年労使関係担当参事官、2013年
大臣官房総括審議官（国際担当）などを歴任。 
2015年より国際労働機関（ＩＬＯ）本部・部門別政策局次長を務め 
2021年より厚生労働省国際参与（ＩＬＯ結社の自由委員会委員）に就任。

A k i r a  I s a w a理事  伊澤 章

理事・顧問 日本で活躍する外国人の支援。
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JLEF財団では、外国人労働者や留学生、技能実習生、特定技能外国人等、希望を持って日本に来られている方々が活躍でき
る社会の実現に向けて、情報発信やITを利用した制度の適切な運用に力を注ぐとともに、労働環境の整備等に関する事業を
展開し、日本で活躍する外国人への支援に取り組んでいます。

M a n a b u  H a t a k e y a m a理事  畠山 学

1976年法務省入省。1989年外務省在ニューヨーク日本国総領事館領事部長。2007年から法務省入国管理局警備課長を務め。 
2008年法務省大阪入国管理局長。2011年法務省東京入国管理局長。2015年国際研修協力機構名古屋事務所長。 
現在は行政書士法人中井イミグレーションサービス常勤顧問、国際交流協同組合顧問、ゴーウェル株式会社顧問を務める。



1981年大蔵省入省、1989年外務省在リオデジャネイロ日本国総領事館領事、1999年東京国税局調査第一部長 
2003年国土交通省国土計画局特別調整課長、2006年東京税関総務部長、2013年東海財務局長 
2015年愛知学院大学経済学部特任教授、2021年オリックス銀行監査役。 

A t s u s h i  N a k a y a m a理事  中山 厚

H i d e a k i  N a k a g a w a顧問  中垣 英明

1982年厚生省（現厚生労働省）入省。医療分野を中心に幅広く厚生行政を担当。2013年内閣官房健康・医療戦略室次長。2015年
厚生労働省医薬・生活衛生局長。

N o b u h i d e  T a n a k a理事  田中 伸英

2010年 服部昌明法律事務所（2015年からパートナー）に務める。 
2016年 インドネシア最大の法律事務所Assegaf Hamzah & Partners、ＪＥＴＲＯ法務専門家、スラバヤ領事館顧問弁護士 
愛知県サポートデスク運営を経て、プロアクト法律事務所（パートナー）に所属し第三者委員会、社内調査、IPO前支援業務を行う。

J u n  A r i m a理事 有馬 純

1982年東京大学経済学部卒、同年通商産業省（現経済産業省）入省。大臣官房審議官地球環境問題担当。 
2011～2015年、日本貿易振興機構（JETRO）ロンドン事務所長兼地球環境問題特別調査員。 
2021年4月より東京大学公共政策大学院特任教授。帝人社外監査役。

M a s a m i c h i  S a i g o理事  西郷 正道

1980年農林水産省入省。同省各部局で主として農林水産関係の技術・環境対策を担当したほか、環境庁、在インド日本国大使館 
内閣府食品安全委員会事務局で勤務。2015年農林水産技術会議事務局長兼技術総括審議官。 
2018年駐ネパール大使。2021年公益社団法人大日本農会技術顧問

42022年11月時点の理事・顧問一覧です。最新情報はホームページをご覧ください。 



JLEF財団の活動

海外人材の制度に関わる情報発信

JLEFは 技能実習生、特定技能をはじめとする国内で活躍する外国人や海外人材を採用する企業等を支援します。 我が国において労働力を提供している人
材が日本国内で生活するに際し、その生活の質を向上させ、その他日本国内での生活の利便性を高めるべく必要な情報を発信・システムを提供する等の方
法で、国際社会における評価・イメージを高め、日本への来訪者の増加を図り国内経済の活性化を目的として活動します。

多様な活動 

で支援する。

JLEF財団の活動

外国人向けの支援 企業・団体向けの支援 企業・団体との連携

主
な
活
動

JLEF 
共生互助会

シンポジウム

セミナー

コラム

外国人の 
相談対応

日本を伝える 最新の情報や制度に関する考えを枠にとらわ
れず、さまざまなテーマでコラムを配信 
しています。

外国人に関わる最新の制度情報の発信や共生社会に向けた日本の未
来について考えるウェビナーを開催しています。

外国人の就労やビザ、トラブル等の悩み 
相談を行うために各国毎に利用者の多い 
SNSプラットフォームを活用しています。

外国人向けの情報発信サイトです。 
日本の文化やマナーを解説する動画や 
制度に関する情報を各言語で配信します。

JLEF財団の目指す「共生社会の実現」に協賛していただける企業様向
けに情報提供やセミナー、シンポジウムへの参加等を提供します。

外国人・企業・団体

を支援します

企業や団体との連携

Partnership with Companies and Associations

外国人向けの支援

Technical Intern Support

企業・団体向けの支援

Corporate Support

外国人労働者領域の有識者を交え、共生社会
の実現に向けたシンポジウムの企画、開催を
しています。

企業、団体や海外人材に対し、様々な支援を行うこと
で共生社会の実現を目指しています。今後も提供内容を
追加していき、より充実した内容にしていきます。

JLEFは外国人・企業に向けた情報発信に力を入れています。
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3つの支援領域

、



活動の様子

1. 外国人技能実習生その他我が国において労働力を提供している外国人労働者間のネットワークを構築し、当該ネットワークを 

管理運営する事業 

2. 外国人労働者が日本国内で生活をする上で希求しているサービスを調査・研究する事業 

3. 外国人労働者の労働条件、中間搾取の有無その他労働環境を取り巻く諸問題の調査 

4. 外国人労働者が日本国内で生活をする上で抱えている諸問題に対するアドバイス、その他その生活の利便性を高めるための 

総合的なコンサルタント事業 

5. 外国人労働者が国際社会に対して我が国の経済・社会的実情を発信するに際して、その補助・助言等を行う事業 

6. 外国人労働者が帰国する際若しくは帰国した後に我が国、地方公共団体及び企業に対して行う各種請求の補助業務 

7. 海外に在住し、我が国への来訪を希望している者に対する各種コンサルタント事業

JLEF財団の主な事業

会員について

インターナショナルジョブフェア東京に参加しました。JLEF財団のブースを出展し、
JLEFの今後の活動に活かせるように海外人材の方へのインタビューや日本の生活や
就労に関するアンケート調査を行いました。みなさまから頂いた声を今後の活動に
活かしていきます。

生の声を聴く。知る。伝える。

会員向けに以下の特典がございます。 
(1)外国人労働者のキャリア志向やニーズ等に関する情報提供 
(2)外国人労働者受入れに係る政策や法令等に関する情報提供 
(3)外国人雇用に関する各種交流の場の提供（セミナー、講演会、研修会、シンポジウム） 
(4)会員である団体や企業からの優待

一緒に共生社会の実現を目指しませんか？

海外人材向けのイベントに参加

J A P A N  L E A D I N G  E D G E  F O U N D A T I O N

JLEF会員を募集しています
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財団紹介

J A P A N  L E A D I N G  E D G E  F O U N D A T I O N

JLEF財団のホームページ

ウェビナー、コラム等で情報発信をしています。

https://jlef.jp

会員限定のコンテンツを閲覧可能です。 
ぜひ会員登録をお願いします。

共生社会を一緒に実現しませんか？

WEBで簡単会員登録

一般財団法人Japan Leading Edge Foundation

〒100-0011 東京都千代田区内幸町1-2-1 日土地内幸町ビルB1 
TEL：03-6206-1180　Mail：info@jlef.jp


